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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　板状又はシート状の接続対象物と接続可能であると共に搭載対象物に搭載可能なコネク
タであって、
　前記接続対象物は、上下方向において上面及び下面を有しており、
　前記上面及び前記下面には、上側信号線及び下側信号線が夫々形成されており、
　前記コネクタは、第１端子と、第２端子と、ハウジングとを備えており、
　前記ハウジングには、受部と、前記上下方向と直交する前後方向に延びる受容部とが形
成されており、
　前記ハウジングは、前記受容部の上面を規定する上壁を有しており、
　前記受部は、前記上壁と連続しているか又は前記上壁の一部からなり、
　前記第１端子は、前記ハウジングに保持されており、
　前記第１端子は、上顎部と、下顎部と、第１被固定部とを有しており、
　前記上顎部には、少なくとも前記上下方向において移動可能となるように上側接点が設
けられており、
　前記下顎部は、前記上下方向において前記上顎部よりも下側に位置しており、
　前記下顎部は、前記受容部に受容されており、
　前記下顎部には、補強部が設けられており、
　前記第１被固定部は、前記コネクタが前記搭載対象物に搭載される際に前記搭載対象物
に固定されており、
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　前記第２端子は、前記第１端子と別体であり、前記ハウジングに保持されており、
　前記第２端子は、２つの端部を有しており、
　前記端部の一方には、前記コネクタが前記搭載対象物に搭載される際に前記搭載対象物
に固定される第２被固定部が形成されており、
　前記端部の残りの一方には、接点支持部が設けられており、
　前記接点支持部上には、下側接点が形成されており、
　前記接続対象物が前記コネクタに接続されたとき、前記上顎部は前記上側接点を前記上
側信号線に押し付けており、それによって、前記下側信号線が前記下側接点を介して前記
接点支持部を前記受部に対して押し付けると共に前記上壁は下側に変形する力を受けてお
り、前記補強部は前記上壁を下側から補強しており、
　前記受容部は、前記受部の下側まで達しており、
　前記受部は、前記上壁の一部からなり、
　前記接点支持部の前記前後方向における位置は、前記補強部の前記前後方向における位
置と重複している
コネクタ。
【請求項２】
　請求項１記載のコネクタであって、
　前記接点支持部は、前記上下方向と交差する板状の形状を有している
コネクタ。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載のコネクタであって、
　前記接続対象物が前記コネクタに接続されたとき、前記接続対象物は前記上下方向にお
いて前記上側接点と前記下側接点に挟まれている
コネクタ。
【請求項４】
　請求項３記載のコネクタであって、
　前記上下方向に平行な直線を想定した場合に、前記上側接点、前記下側接点、前記受部
及び前記補強部は、前記想定された直線上に位置している
コネクタ。
【請求項５】
　請求項１から請求項４までのいずれかに記載のコネクタであって、
　前記コネクタは、互いに別体である２以上の前記第１端子と、互いに別体である２以上
の前記第２端子とを備えており、
　前記第１端子は、前記第２端子と夫々対応しており、
　前記ハウジングは、前記２以上の第１端子が前記上下方向及び前記前後方向の双方と直
交するピッチ方向に並び且つ前記２以上の第２端子が前記ピッチ方向に並ぶように、前記
第１端子と前記第２端子とを保持しており、
　前記第１端子の一つと、当該第１端子に対応する前記第２端子とは、前記ピッチ方向に
おいて、同じ位置に位置している
コネクタ。
【請求項６】
　請求項１から請求項５までのいずれかに記載のコネクタであって、
　前記第２端子は、前記ハウジングに圧入される圧入部を有しており、
　前記圧入部は、前記第２被固定部と前記接点支持部との間に設けられている
コネクタ。
【請求項７】
　請求項１から請求項６までのいずれかに記載のコネクタであって、
　前記補強部は、前記受容部の前記上面に接している
コネクタ。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＦＰＣ（Flexible Printed Circuit）やＦＦＣ（Flexible Flat Cable）の
ような板状又はシート状の接続対象物と接続するコネクタに関し、特に、両面に信号線を
有するような接続対象物と接続するコネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１は、この種のコネクタを開示している。図１６を参照すると、特許文献１の
コネクタ９００は、導電体からなる第１端子９１０と、導電体からなる第２端子９２０と
、絶縁体からなるハウジング９３０と、絶縁体からなるアクチュエータ９４０とを備えて
いる。アクチュエータ９４０を開いた状態において、接続対象物９５０をコネクタ９００
に挿入する。その後、図１６に示されるようにアクチュエータ９４０を閉じると、第１端
子９１０が変形し、第１端子９１０と第２端子９２０が接続対象物９５０を挟み込む。こ
れによって、接続対象物９５０の両面に形成された信号線と第１端子９１０及び第２端子
９２０を接続する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－２０６９８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、両面に信号線を有するような接続対象物と接続するコネクタであって小型化
されたコネクタを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、第１のコネクタとして、
　板状又はシート状の接続対象物と接続可能であると共に搭載対象物に搭載可能なコネク
タであって、
　前記接続対象物は、上下方向において上面及び下面を有しており、
　前記上面及び前記下面には、上側信号線及び下側信号線が夫々形成されており、
　前記コネクタは、第１端子と、第２端子と、ハウジングとを備えており、
　前記ハウジングには、受部と、前記上下方向と直交する前後方向に延びる受容部とが形
成されており、
　前記ハウジングは、前記受容部の上面を規定する上壁を有しており、
　前記受部は、前記上壁と連続しているか又は前記上壁の一部からなり、
　前記第１端子は、前記ハウジングに保持されており、
　前記第１端子は、上顎部と、下顎部と、第１被固定部とを有しており、
　前記上顎部には、少なくとも前記上下方向において移動可能となるように上側接点が設
けられており、
　前記下顎部は、前記上下方向において前記上顎部よりも下側に位置しており、
　前記下顎部は、前記受容部に受容されており、
　前記下顎部には、補強部が設けられており、
　前記第１被固定部は、前記コネクタが前記搭載対象物に搭載される際に前記搭載対象物
に固定されており、
　前記第２端子は、前記第１端子と別体であり、前記ハウジングに保持されており、
　前記第２端子は、２つの端部を有しており、
　前記端部の一方には、前記コネクタが前記搭載対象物に搭載される際に前記搭載対象物
に固定される第２被固定部が形成されており、
　前記端部の残りの一方には、接点支持部が設けられており、
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　前記接点支持部上には、下側接点が形成されており、
　前記接続対象物が前記コネクタに接続されたとき、前記上顎部は前記上側接点を前記上
側信号線に押し付けており、それによって、前記下側信号線が前記下側接点を介して前記
接点支持部を前記受部に対して押し付けると共に前記上壁は下側に変形する力を受けてお
り、前記補強部は前記上壁を下側から補強している
コネクタを提供する。
【０００６】
　また、本発明は、第２のコネクタとして、第１のコネクタであって、
　前記接点支持部は、前記上下方向と交差する板状の形状を有している
コネクタを提供する。
【０００７】
　また、本発明は、第３のコネクタとして、第１又は第２のコネクタであって、
　前記受容部は、前記受部の下側まで達しており、
　前記受部は、前記上壁の一部からなり、
　前記接点支持部の前記前後方向における位置は、前記補強部の前記前後方向における位
置と重複している
コネクタを提供する。
【０００８】
　また、本発明は、第４のコネクタとして、第１乃至第３のいずれかのコネクタであって
、
　前記接続対象物が前記コネクタに接続されたとき、前記接続対象物は前記上下方向にお
いて前記上側接点と前記下側接点に挟まれている
コネクタを提供する。
【０００９】
　また、本発明は、第５のコネクタとして、第４のコネクタであって、
　前記上下方向に平行な直線を想定した場合に、前記上側接点、前記下側接点、前記受部
及び前記補強部は、前記想定された直線上に位置している
コネクタを提供する。
【００１０】
　また、本発明は、第６のコネクタとして、第１乃至第５のいずれかのコネクタであって
、
　前記コネクタは、互いに別体である２以上の前記第１端子と、互いに別体である２以上
の前記第２端子とを備えており、
　前記第１端子は、前記第２端子と夫々対応しており、
　前記ハウジングは、前記２以上の第１端子が前記上下方向及び前記前後方向の双方と直
交するピッチ方向に並び且つ前記２以上の第２端子が前記ピッチ方向に並ぶように、前記
第１端子と前記第２端子とを保持しており、
　前記第１端子の一つと、当該第１端子に対応する前記第２端子とは、前記ピッチ方向に
おいて、同じ位置に位置している
コネクタを提供する。
【００１１】
　また、本発明は、第７のコネクタとして、第１乃至第６のいずれかのコネクタであって
、
　前記第２端子は、前記ハウジングに圧入される圧入部を有しており、
　前記圧入部は、前記第２被固定部と前記接点支持部との間に設けられている
コネクタを提供する。
【００１２】
　さらに、本発明は、第８のコネクタとして、第１乃至第７のいずれかのコネクタであっ
て、
　前記補強部は、前記受容部の前記上面に接している
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コネクタを提供する。
【００１３】
　さらにまた、本発明は、第９のコネクタとして、第１乃至第８のいずれかのコネクタで
あって、
　前記上壁は前記前後方向において後端を有しており、
　前記下顎部は前記前後方向において前方へ向かって前記受容部に受容されており、
　前記後端から前記補強部までの距離は、前記補強部から前記受部までの距離よりも大き
い
コネクタを提供する。
【発明の効果】
【００１４】
　第１端子の上顎部は、上側接点を接続対象物に押し付ける。押された接続対象物は、第
２端子の下側接点を介して接点支持部をハウジングの受部に押し付ける。受部が受ける力
の少なくとも一部は、第１端子の下顎部を受容する受容部の上壁を下側へ変形させる力と
して作用する。下顎部の補強部は、上壁を補強し、上壁に必要とされる強度を低減させる
。これにより、ハウジングを小型化し、ひいてはコネクタ全体の小型を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の第１の実施の形態によるコネクタを示す斜視図である。図示されたコネ
クタに含まれるアクチュエータは開状態にある。
【図２】図１のコネクタをＡ－Ａ線に沿って示す断面図である。
【図３】図１のコネクタを接続対象物とともに示す斜視図である。接続対象物はコネクタ
に接続されており、アクチュエータは閉状態にある。
【図４】図３のコネクタ及び接続対象物をＢ－Ｂ線に沿って示す断面図である。
【図５】図１のコネクタに含まれる第１端子を示す斜視図である。
【図６】図１のコネクタに含まれる第２端子を示す斜視図である。
【図７】図２のコネクタに含まれるハウジングを示す断面図である。
【図８】図１のコネクタに含まれるアクチュエータを示す斜視図である。
【図９】図８のアクチュエータをＣ－Ｃ線に沿って示す断面図である。
【図１０】図３のコネクタに接続されている接続対象物を示す斜視図である。
【図１１】図１０の接続対象物をＤ－Ｄ線に沿って示す断面図である。
【図１２】本発明の第２の実施の形態によるコネクタを示す斜視図である。図示されたコ
ネクタに含まれるアクチュエータは開状態にある。
【図１３】図１２のコネクタをＥ－Ｅ線に沿って示す断面図である。
【図１４】本発明の第３の実施の形態によるコネクタを示す斜視図である。図示されたコ
ネクタに含まれるアクチュエータは開状態にある。
【図１５】図１４のコネクタをＦ－Ｆ線に沿って示す断面図である。
【図１６】特許文献１のコネクタを示す斜視断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　（第１の実施の形態）
　図１乃至図４を参照すると、本発明の第１の実施の形態によるコネクタ１０は、回路基
板（搭載対象物、図示せず）に搭載固定されると共に板状又はシート状の接続対象物６０
０と接続可能なものである。図１０及び図１１に示されるように、接続対象物６００は、
上下方向（Ｚ方向）において上面６１０及び下面６３０を有している。本実施の形態にお
いて、上面６１０には３本の上側信号線６２０が形成されており、下面６３０には３本の
下側信号線６４０が形成されている。上側信号線６２０は、上面６１０上において、上下
方向と直交するピッチ方向（Ｙ方向）に並べられている。同様に、下側信号線６４０は、
下面６３０上において、ピッチ方向に並べられている。但し、本発明において接続対象物
６００の構成は、これに限られない。上側信号線６２０の数は３より多くてもよいし、少
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なくてもよい。同様に、下側信号線６４０の数も３より多くてもよいし、少なくてもよい
。さらに、上側信号線６２０の数と下側信号線６４０の数は異なっていてもよい。例えば
、上側信号線６２０又は下側信号線６４０に代えて、単一の共通電極を有してもよい。
【００１７】
　図１乃至図４から理解されるように、コネクタ１０は、導電体からなる３個の第１端子
１００と、導電体からなる３個の第２端子３００と、絶縁体からなるハウジング４００と
、絶縁体からなるアクチュエータ５００とを備えている。第１端子１００は、互いに別体
である。同様に、第２端子３００は、互いに別体である。また、本実施の形態において、
第１端子１００の数と第２端子３００の数は同じであり、第１端子１００は第２端子３０
０に夫々対応している。なお、第１端子１００の数及び第２端子３００の数は、接続対象
物６００の構成に応じて決定されるものであり、それぞれ１以上であればよい。
【００１８】
　図７に示されるように、ハウジング４００には、接続対象物６００（図４参照）を受容
する対象物受容部４１０と、アクチュエータ５００を部分的に収容するアクチュエータ収
容部４２０と、第１端子収容部４３０と、第２端子収容部４４０が形成されている。ハウ
ジング４００は、上下方向及びピッチ方向の双方と直交する前後方向（Ｘ方向）において
、前端４０２及び後端４０４を有している。対象物受容部４１０は、前端４０２において
開口している。アクチュエータ収容部４２０は、後端４０４側に位置しており、後方（＋
Ｘ方向）及び上方（＋Ｚ方向）に開いている。第１端子収容部４３０は、第１端子１００
に夫々対応しており、対象物受容部４１０とアクチュエータ収容部４２０との間を繋いで
いる。第１端子収容部４３０は、また、第１端子１００の下顎部２３０（図５参照）を受
容する下顎受容部（受容部）４３２を有している。下顎受容部４３２は、前後方向（Ｘ方
向）において前方（－Ｘ方向）に延び、受部４４４の下側まで達している。下顎受容部４
３２の上面４３４は、ハウジング４００の上壁４５０の下面である。換言すると、ハウジ
ング４００は、下顎受容部４３２の上面４３４を規定する上壁４５０を有している。また
、上壁４５０は、上壁後端４０８を有している。第２端子収容部４４０は、第２端子３０
０にそれぞれ対応しており、前方及び上方に開いている。また、第２端子収容部４４０は
、保持部４４２と、受部４４４とを有している。受部４４４は、第２端子収容部４４０の
底面のうちの後側（＋Ｘ側）の領域である。本実施の形態において、受部４４４は、少な
くともその一部が下顎受容部４３２の上方に位置する。即ち、受部４４４の少なくとも一
部は、上壁４５０の一部からなる。しかしながら、本発明はこれに限られない。受部４４
４と上壁４５０とが連続していれば、受部４４４と上壁４５０（下顎受容部４３２）とは
前後方向（Ｘ方向）に互いに離れていてもよい。
【００１９】
　図５に示されるように、各第１端子１００は、第１被固定部１１０と、第１端子主部２
００とを有している。第１被固定部１１０は、コネクタ１０が回路基板（搭載対象物、図
示せず）に搭載固定されたときに、その回路基板に固定される部位である。本実施の形態
の第１被固定部１１０は、コネクタ１０の後端４０４近傍に位置している。
【００２０】
　図５に示されるように、第１端子１００の第１端子主部２００は、上顎部２１０と、下
顎部２３０と、それらを連結する連結部２５０と、被作動部２６０とを有している。上顎
部２１０は、連結部２５０から前方（－Ｘ方向）に延びている。上顎部２１０には、上側
接点２２０が設けられている。上側接点２２０は、下方（－Ｚ方向）に突出している。上
側接点２２０は、上顎部２１０や連結部２５０が弾性変形することにより、少なくとも上
下方向において移動可能となっている。下顎部２３０は、連結部２５０から前方に延びて
おり、上下方向において上顎部２１０よりも下側に位置している。下顎部２３０は、圧入
部２３２を有している。圧入部２３２は下顎受容部４３２に圧入され固定される。これに
より、第１端子１００はハウジング４００に保持される。また、下顎部２３０には、補強
部２４０が設けられている。補強部２４０は、圧入部２３２よりも前方（－Ｘ側）に位置
している。本実施の形態の補強部２４０は、長方形形状の平面（具体的には、上下方向と
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直交する平面）を有している。本実施の形態では、前後方向において、補強部２４０は、
上側接点２２０よりも後方に位置している。被作動部２６０は、連結部２５０と共にＣ字
状の形状を構成している。被作動部２６０は、後述するように、アクチュエータ５００に
より、作動される部位である。
【００２１】
　図２及び図４に示されるように、下顎部２３０は下顎受容部４３２に前方へ向かって受
容され、圧入部２３２が下顎受容部４３２に圧入される。その結果、第１端子１００は、
ハウジング４００に保持される。詳しくは、図１及び図３から理解されるように、第１端
子１００はピッチ方向（Ｙ方向）に並べられている。また、図２に示されるように、上側
接点２２０が対象物受容部４１０内に突出した状態で、第１端子１００は、第１端子収容
部４３０に部分的に収容されている。このとき、補強部２４０は、下顎受容部４３２の上
面４３４（図７参照）、即ち、上壁４５０の下面に接している。なお、本実施の形態にお
いては、図２及び図４に示されるように、被作動部２６０は、アクチュエータ収容部４２
０内に部分的に収容されている。
【００２２】
　図２、図５及び図６から明らかなように、第２端子３００は、第１端子１００とは別体
である。図６に示されるように、各第２端子３００は、２つの端部と、階段状の形状を有
している。具体的には、第２端子３００は、第２被保持部３１０と、第２被固定部３２０
と、接点支持部３３０と、下側接点３４０とを有している。第２被保持部３１０、第２被
固定部３２０及び接点支持部３３０は、夫々板状の形状を有している。第２被固定部３２
０は、第２端子３００の端部の一方に形成され、接点支持部３３０は、第２端子３００の
端部の他方に形成されている。第２被保持部３１０は、第２被固定部３２０と接点支持部
３３０との間に位置する。また、第２被保持部３１０には、一対の隆起部（圧入部）が設
けられている。
【００２３】
　図１、図２、図６及び図７から理解されるように、第２被保持部３１０は、ハウジング
４００の保持部４４２に保持される部位である。本実施の形態において、第２被保持部３
１０は、ハウジング４００の中央部前端４０６付近に位置している。第２被固定部３２０
は、コネクタ１０が回路基板（搭載対象物、図示せず）に搭載固定されたときに、その回
路基板に固定される部位である。本実施の形態の第２被固定部３２０は、ハウジング４０
０の中央部前端４０６の前方に位置し、第２被保持部３１０よりも下側（－Ｚ側）で、前
方（－Ｘ方向）に延びている。
【００２４】
　図６に示されるように、接点支持部３３０は、第２被保持部３１０よりも上側（＋Ｚ側
）に位置し、後方（＋Ｘ方向）へ延びている。接点支持部３３０は、下側接点３４０を下
側（－Ｚ側）から支持している。換言すると、下側接点３４０は、接点支持部３３０の上
に形成されている。図２及び図６から理解されるように、下側接点３４０は上方に向いて
いる。
【００２５】
　図２及び図４に示されるように、第２被保持部３１０がハウジング４００の保持部４４
２に保持されることで、第２端子３００はハウジング４００に保持される。この状態で、
接点支持部３３０は、ハウジング４００の受部４４４に接触する。本実施の形態では、接
点支持部３３０の前後方向（Ｘ方向）における位置は、補強部２４０の前後方向における
位置と重複している。また、図２から理解されるように、下側接点３４０は対象物受容部
４１０内に突出している。
【００２６】
　図１に示されるように、第２端子３００はピッチ方向（Ｙ方向）に並べられて、ハウジ
ング４００に保持されている。また、図２及び図４から理解されるように、第１端子１０
０とそれに対応する第２端子３００とは、ピッチ方向において同じ位置に位置している。
その結果、第２端子３００の下側接点３４０は、上下方向（Ｚ方向）において、第１端子
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１００の上側接点２２０と対向している。
【００２７】
　図８に示されるように、アクチュエータ５００には３つの溝部５１０が形成されている
。溝部５１０は、第１端子１００（図２参照）と夫々対応している。図９に示されるよう
に、各溝部５１０内には、作動カム５２０が設けられている。図２及び図４に示されるよ
うに、アクチュエータ５００は、アクチュエータ収容部４２０内に部分的に収容されると
共に、作動カム５２０が被作動部２６０間に位置するように、第１端子１００に取り付け
られている。この取り付けにより、アクチュエータ５００は、図２に示される開状態と図
４に示される閉状態との間で回転することができる。
【００２８】
　図２から理解されるように、アクチュエータ５００が開状態にあるとき、作動カム５２
０は被作動部２６０に負荷を与えていない。このとき、上側接点２２０と下側接点３４０
との上下方向における距離は接続対象物６００（図４参照）の厚みより大きい。従って、
アクチュエータ５００が開状態にあるとき、接続対象物６００を対象物受容部４１０に挿
入力なしで挿入することができる。
【００２９】
　一方、図４から理解されるように、アクチュエータ５００が閉状態にあるとき、作動カ
ム５２０は被作動部２６０間を押し広げており、そのため、上側接点２２０が下方に移動
している。このとき、接続対象物６００は、上下方向において、上側接点２２０と下側接
点３４０とに挟まれる。詳しくは、接続対象物６００がコネクタ１０に接続されたとき、
上顎部２１０は上側接点２２０を接続対象物６００の上側信号線６２０に押し付けている
。また、このとき、下側信号線６４０が下側接点３４０を下方に押す。その結果、接点支
持部３３０は、下側接点３４０を介して下向きの力を受けて、受部４４４に押し付けられ
る。ここで、本実施の形態において、受部４４４は上壁４５０の一部である。そのため、
接続対象物６００がコネクタ１０に接続されたとき、上壁４５０は下側へ向かって変形さ
せようとする力を受けることになる。このとき、補強部２４０は、上壁４５０を下側（－
Ｚ側）から補強する。換言すると、補強部２４０は、上壁４５０を下側へ向かって変形さ
せようとする力に対向する。このように、上顎部２１０から加えられた力により下側へ変
形させようとする力を受ける上壁４５０を下顎部２３０の補強部２４０が補強する。これ
により、接続対象物６００の接続に伴いハウジング４００に加わる負荷を軽減できる。そ
のため、ハウジング４００に求められる強度は小さい。よって、本実施の形態によれば、
ハウジング４００を小型化することができ、コネクタ１０全体を小型化することができる
。
【００３０】
　特に、本実施の形態においては、接点支持部３３０にバネ性を持たせる必要がないこと
から、第２端子３００の前後方向（Ｘ方向）の長さを短縮することができる。これにより
、小型化を実現できるだけでなく、高周波特性の向上も実現できる。
【００３１】
　（第２の実施の形態）
　図１２及び図１３を参照すると、本発明の第２の実施の形態によるコネクタ１０Ａは、
上述した第１の実施の形態によるコネクタ１０（図１参照）と略同一の構成を有している
。そのため、図１２及び図１３に示される構成要素のうち、第１の実施の形態と同様の構
成要素に対しては同一の参照符号を付すこととする。
【００３２】
　図１２及び図１３から理解されるように、本実施の形態のコネクタ１０Ａは、第１端子
１００Ａと、第２端子３００と、ハウジング４００Ａと、アクチュエータ５００とを備え
ている。このうち、第２端子３００とアクチュエータ５００は、上述した第１の実施の形
態のコネクタ１０のものと同じである。また、第１端子１００Ａとハウジング４００Ａに
ついても基本的構成は同じである。したがって、以下では、第１の実施形態との相違点に
ついてのみ説明する。
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【００３３】
　図２及び図１３から理解されるように、第１端子１００Ａの下顎部２３０Ａは、前後方
向（Ｘ方向）において、第１の実施の形態の下顎部２３０よりも長い。また、ハウジング
４００Ａの下顎受容部４３２Ａの前後方向の長さも第１の実施の形態の下顎受容部４３２
よりも長い。
【００３４】
　図１３に示されるように、下顎部２３０Ａの先端は、前後方向（Ｘ方向）において、上
側接点２２０よりも前方（－Ｘ方向）に突き出している。つまり、前後方向（Ｘ方向）に
おいて、上側接点２２０の位置は、補強部２４０Ａの領域内に含まれている。ここで、上
下方向（Ｚ方向）に平行な直線を想定すると、上側接点２２０、下側接点３４０、受部４
４４及び補強部２４０Ａは、想定された直線上に位置している。即ち、第１端子１００Ａ
を単体で見た場合（コネクタ１０Ａに組み込む前においては）、上側接点２２０は、補強
部２４０Ａと上下方向（Ｚ方向）において対向している。このため、接続対象物６００が
コネクタ１０Ａに接続されたとき、上側接点２２０から接続対象物６００に加わる力の向
きは、補強部２４０Ａへ真っ直ぐに向かう方向となる。つまり、この構成では、第１端子
１００の上顎部２１０と下顎部２３０Ａとの間で力が作用する。よって、補強部２４０Ａ
は、第１の実施の形態に比べ、効率よく上壁４５０Ａを補強することができる。本実施の
形態では、ハウジング４００Ａには接続対象物６００の接続に伴う不要な負荷が加わるこ
とがない。よって、本実施の形態によれば、より一層ハウジング４００を小型化すること
ができ、コネクタ１０Ａ全体を小型化することができる。
【００３５】
　（第３の実施の形態）
　図１４及び図１５を参照すると、本発明の第３の実施の形態によるコネクタ１０Ｂは、
上述した第１の実施の形態によるコネクタ１０（図１参照）と略同一の構成を有している
。そのため、図１４及び図１５に示される構成要素のうち、第１の実施の形態と同様の構
成要素に対しては同一の参照符号を付すこととする。
【００３６】
　図１４及び図１５から理解されるように、本実施の形態のコネクタ１０Ｂは、第１端子
１００Ｂと、第２端子３００と、ハウジング４００Ｂと、アクチュエータ５００とを備え
ている。このうち、第２端子３００とアクチュエータ５００は、上述した第１の実施の形
態のコネクタ１０のものと同じ構造を有するものである。また、第１端子１００Ｂとハウ
ジング４００Ｂについても基本的構成は同じである。したがって、以下では、第１の実施
形態との相違点についてのみ説明する。
【００３７】
　図２及び図１５から理解されるように、第１端子１００Ｂの下顎部２３０Ｂは、前後方
向（Ｘ方向）において、第１の実施の形態の下顎部２３０よりも短い。そして、圧入部２
３２の上面と補強部２４０の上面とは、一平面を形成している。また、ハウジング４００
Ｂの下顎受容部４３２Ｂの前後方向の長さも第１の実施の形態の下顎受容部４３２よりも
短い。即ち、下顎受容部４３２は、受部４４４の下側まで達していない。そのため、第２
端子３００の接点支持部３３０に接触する受部４４４は、下顎受容部４３２Ｂの上壁４５
０Ｂの一部ではない。しかしながら、受部４４４は上壁４５０Ｂと連続している。換言す
ると、ハウジング４００は、受部４４４が受けた外力が上壁４５０Ｂに伝わる構成を有し
ている。
【００３８】
　図４及び図１５から理解されるように、本実施の形態においても、接続対象物６００が
コネクタ１０Ｂに接続されたとき、上顎部２１０は上側接点２２０を接続対象物６００の
上側信号線６２０に押し付ける。これにより、下側信号線６４０が下側接点３４０を下方
に押圧し、接点支持部３３０が受部４４４に押し付けられる。受部４４４が受けた力の一
部は、上壁４５０Ｂを下側へ向かって変形させる力となる。このとき、補強部２４０Ｂが
、上壁４５０Ｂを下側（－Ｚ側）から補強する。ここで、補強部２４０Ｂの前後方向（Ｘ
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方向）における位置は、受部４４４に近い方が望ましい。具体的には、上壁後端４０８か
ら補強部２４０Ｂまでの距離が、補強部２４０Ｂから受部４４４までの距離よりも大きけ
ればよい。これにより、本実施の形態においても、接続対象物６００の接続時にハウジン
グ４００Ｂに加わる負荷を軽減することができる。よって、本実施の形態によれば、ハウ
ジング４００を小型化することができ、コネクタ１０全体を小型化することができる。加
えて、本実施の形態では、補強部２４０Ｂの上下方向（Ｚ方向）の位置を受部４４４の位
置に制限されることなく設定することができる。例えば、上下方向において、補強部２４
０Ｂの位置を受部４４４の位置よりも上側にすることも可能である。
【００３９】
　以上、本発明について、複数の実施の形態を掲げて具体的に説明してきたが、本発明は
これに限定されるわけではなく、種々の変形が可能である。
【００４０】
　例えば、上述した実施の形態のコネクタ１０，１０Ａ，１０Ｂは、いずれもアクチュエ
ータ５００を備えていたが、本発明はこれに限定されるものではない。コネクタはアクチ
ュエータ５００を有さず、そのため、接続対象物６００をコネクタに挿入する際に挿入力
を必要とするようなものであってもよい。
【符号の説明】
【００４１】
　　１０，１０Ａ，１０Ｂ　　　　コネクタ
　１００，１００Ａ，１００Ｂ　　　　第１端子
　１１０　　　　第１被固定部
　２００，２００Ａ，２００Ｂ　　　　第１端子主部
　２１０　　　　上顎部
　２２０　　　　上側接点
　２３０，２３０Ａ，２３０Ｂ　　　　下顎部
　２３２　　　　圧入部
　２４０，２４０Ａ，２４０Ｂ　　　　補強部
　２５０　　　　連結部
　２６０　　　　被作動部
　３００　　　　第２端子
　３１０　　　　第２被保持部
　３２０　　　　第２被固定部
　３３０　　　　支持部
　３４０　　　　下側接点
　４００，４００Ａ，４００Ｂ　　　　ハウジング
　４０２　　　　前端
　４０４　　　　後端
　４０６　　　　中央部前端
　４０８　　　　上壁後端
　４１０　　　　対象物受容部
　４２０　　　　アクチュエータ収容部
　４３０　　　　第１端子収容部
　４３２，４３２Ａ，４３２Ｂ　　　　下顎受容部
　４３４　　　　上面
　４４０　　　　第２端子収容部
　４４２　　保持部
　４４４　　受部
　４５０，４５０Ａ，４５０Ｂ　　　　上壁
　５００　　　　アクチュエータ
　５１０　　　　溝部
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　５２０　　　　作動カム
　６００　　　　接続対象物
　６１０　　　　上面
　６２０　　　　上側信号線
　６３０　　　　下面
　６４０　　　　下側信号線

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】



(14) JP 6570387 B2 2019.9.4

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２０１４－１６４８８３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－０１５８００（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－１７９２６７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１１－０２９０８６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－０６４７０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１６－０７６３２１（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０１Ｒ　　１２／００　－　１２／９１
              Ｈ０１Ｒ　　２４／００　－　２４／８６　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

